
　

東海理化エレテック株式会社 （令和8年3月31日現在）

金 額 金 額

1,195,360 2,207,878

現 金 預 金 435,517 買 掛 金 652,564

売 掛 金 329,656 短 期 借 入 金 1,200,000

製 品 133,228 未 払 設 備 9,605

購 入 部 品 237,175 未 払 費 用 29,197

原 材 料 4,414 未 払 労 務 費 108,861

補 助 材 料 9,212 未 払 金 8,712

消 耗 品 34,701 預 り 金 3,496

仕 掛 品 435 未 払 法 人 税 等 23,762

未 収 入 金 1,084 未 払 消 費 税 44,037

前 払 費 用 8,726 賞 与 引 当 金 103,437

仮 払 金 1,207 役 員 賞 与 引 当 金 23,100

リ ー ス 債 務 ( 短 期 ) 1,102

1,424,699 218,241

1,364,653 退 職 給 付 引 当 金 187,510

建 物 125,250 役員退職慰労引当金 30,180

構 築 物 23,340 リ ー ス 債 務 ( 長 期 ) 551

機 械 装 置 910,847

車 両 運 搬 具 0

器 具 工 具 120,503 2,426,120

什 器 備 品 15,569

土 地 141,483 193,939

建 設 仮 勘 定 26,348 90,000

リ ー ス 資 産 (有 形 ) 1,310 67,684

2,006 資 本 準 備 金 67,684

ソ フ ト ウ ェ ア 2,006 36,254

利 益 準 備 金 57,500

58,039 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 21,245

長 期 前 払 費 用 30 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 21,245

繰延税金資産(長期) 56,688

保 証 金 700

敷 金 396

出 資 金 225 193,939

2,620,060 2,620,060

貸 借 対 照 表

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 金

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目

流 動 資 産 流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

千円千円
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１．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① ----------- 時価のあるもの

期末時の市場価格に基づく時価法

(時価差額は、全部資本直入法により処理)

②

----------- 総平均法による原価法

----------- 先入先出法による原価法

(2)固定資産の減価償却方法

有形固定資産 ---- 定率法

但し、平成10年度の税制改正に伴い平成10年4月1日以降に取得

の建物(建物付属設備を除く）については、定額法。

耐用年数については，法人税法の定める耐用年数を適用しており

ます。但し、平成10年３月以前に取得した建物については、

平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以降

平成24年3月31日までに取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更してあります。

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の5％に到達した会計年度の翌会計年度より、

取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しております。

(会計方針の変更)

平成28年度の法人税法の改正に伴い、平成28年4月1日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却

方法に変更してあります。

無形固定資産 ---- 定額法

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法。

(3)引当金の計上基準

---- 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人

税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権

の回収可能性を勘案して計上してあります。

---- 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として、

賞与支給対象期間のうち当期に対応する額を計上しております。

---- 役員に対する賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込み額の

当期負担額を計上しております。

---- 従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己都合要支給額

を計上しております。

---- 役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規

に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。

なお、これは商法施行規則第43条に規定する引当金であります。

(4)リース取引の処理方法 ---- リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

関わる方法に準じた会計処理によっております。

(5)消費税等の会計処理 ------ 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によって

おります。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

役員賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

個 別 注 記 表

有 価 証 券

棚 卸 資 産

製品・原材料・仕掛品

貯蔵品
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２．貸借対照表に関する注記

(1)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3)関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

長期金銭債権 該当事項はありません

長期金銭債務 該当事項はありません

３．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産の発生の主な原因

(長期) 千円

(長期) 千円

(長期) 千円

繰越欠損金 (長期) 千円

(長期) 千円

繰延税金資産小計 (長期) 千円

繰越欠損金 (長期) 千円

将来減産一時差異 (長期) 千円

評価性引当額小計 (長期) 千円

繰延税金資産合計 千円

４．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1)事業年度の末日における取得価格相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額

(単位：千円)

(2)事業年度の末日における未経過リース相当額

1年内 1,102 千円

1年超 551 千円

合計 1,653 千円

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

減価償却費相当額 千円

(4)減価償却費相当額の計算方法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

65,216

10,496

賞与引当金等否認額 35,975

△ 104,683

△ 70,002

退職給付引当金否認額

役員退職慰労引当金否認額

104,682

231,372

0

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟVHX-8000

3,118,022

330,098

1,832,339

期末残高相当額

15,001

1,310

取得価格相当額 減価償却累計額相当額

5,241

その他

3,930 1,310

△ 174,685

56,688

873

ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ 6,645 6,645

合計 11,886 10,576
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